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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2010 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 2.5％と 5 期連続のプラス

成長となった。個人消費が 4 年ぶりの高い伸びとなったほか、設備投資も 3 期連続で

増加した。一方、内需の回復にともない輸入が増加し、外需（輸出－輸入）が成長率

を 2％ポイント押し下げた。巡航速度とされる 2％台後半をいく分下回っているもの

の、米経済は緩やかな成長が続いている。 

・11～12 月に発表された経済指標は景気の底堅さを示すものとなった。ブッシュ減税の

延長などの景気対策も示され、景気のセンチメントは急速に改善している。家計部門

では、11 月の雇用者数は前月比 4 万人増と 2 ヶ月連続で増加した。また、10 月の実質

個人消費は前月比 0.3％増と 6 ヶ月連続で増加した。一方、11 月の住宅着工件数は 56

万戸と持ち直し、住宅購入支援策の打ち切りによる反動減は一服した。もっとも自律

的な回復力は弱く低水準で推移している。 

・企業部門では、景況感を示す 11 月のＩＳＭ指数は、製造業で 56.6、非製造業は 55.0

と、いずれも景気判断の目安となる 50 の水準をそれぞれ 16 ヶ月、11 ヶ月連続で上回

った。一方、設備投資動向を示す 10 月の資本財出荷（国防と航空機を除くコアベース）

は前月比 1.3％減と 9 ヶ月ぶりに減少した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 12 月 14 日に開催したＦＯＭＣ（連邦公開市場委員

会）で、ゼロ金利政策と 6,000 億ドルの米国債購入政策の継続を決定した。ＦＲＢは

当初の期限どおり来年 6 月末まで購入策を継続する方針とみられるものの、経済指標

の改善が続いているため、一段の追加緩和が実施される公算は急速に低下している。 
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○米国の資金循環統計 

・米国の今年 9 月末現在の資金循環統計が発表された。家計部門では資産が 69 兆ドルに増

加し負債は 14 兆ドルに減少、純資産は 55 兆ドル（約 4600 兆円）に増加した。直近ボト

ムの 2009 年 3 月末と比べ、純資産は 1 年半で 6 兆ドル（約 500 兆円）増加した。負債は、

住宅ローンと消費者信用（クレジットカード、自動車ローンなど）がいずれも 10 四半期

連続で減少し、いまだ債務返済が続いている。それにもかかわらず個人消費が回復して

いるのは、純資産が増加して高所得層を中心に消費を押し上げたためとみられる。 

・企業部門では、流動性比率（流動性資産／総資産）が 7.4％と、1959 年以来 51 年ぶりの

水準に上昇し、企業の安全志向を示す動きとして国内メディアでとりあげられ話題にな

った。もっとも、現在は金融決済の機能や手段が当時と比べ格段に発達しており、単純

比較はミスリーディングのおそれがある。金融決済サービスが今ほど発達していなかっ

た頃と同程度まで流動性比率が上昇したことは、企業が経済の先行きに対し慎重な姿勢

を崩していないあらわれである。特にこのところの現金保有額の急上昇は異例である。

（図表 1）。資産効果が景気を押し上げても、家計の債務返済が完了するまで先行きの展

望を持ちにくいとの経営者心理がうかがえる。 

・資金循環統計からは、米ドル建て資産への海外からの根強い需要も示されている。米国

債のうち海外投資家が保有する割合は依然高水準である。また、ドル現金の発行残高の

うち、海外で保有される（流通している）割合をみると、90 年代に急上昇した後は高水

準で横ばい推移しており、こちらも目立った減少はみられない（図表 2）。国際ビジネス

の拡大に加え、国家信用の低い国々では自国通貨より米ドルが選好されているためであ

る。将来的には国際通貨制度の改革は避けてとおれない問題であるが、今のところ、海

外投資家が米国債を手放したり、ビジネスの現場でドルが敬遠されるような兆しはまだ

あらわれていないようである。 

 

図表 1．企業の手元現金                  図表 2．外国が米ドルを選好する割合 
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  景 気 経 済 指 標 2008 2009 2010 10/1Q 10/2Q 10/3Q 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) 0.4 -2.4 3.7 1.7 2.5 - - - - -

 個人消費（同） -0.2 -0.6 1.9 2.2 2.8 - - - - -

 住宅投資（同） -22.9 -20.4 -12.3 25.6 -27.5 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 45.5 46.2 58.2 58.8 55.4 55.5 56.3 54.4 56.9 56.6

ＩＳＭ非製造業指数 47.3 46.2 53.0 54.9 53.0 54.3 51.5 53.2 54.3 55.0

景気先行指数(CI） -2.7 0.5 2.4 1.3 0.5 0.2 0.1 0.5 0.5

企業収益（税引前） -16.4 -0.4 10.5 3.0 2.8 - - - - -

　　同　（前年比） 37.6 37.0 27.8 - - - - -

個人 実質可処分所得 1.7 0.6 0.3 1.4 0.2 -0.2 0.3 -0.2 0.3

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 57.9 45.2 51.7 58.2 50.9 51.0 53.2 48.6 49.9 54.1

需 ｺｱ小売売上高 1.9 -1.0 2.0 0.4 1.0 0.0 0.9 0.6 0.5 0.9

実質個人消費 -0.3 -1.2 0.5 0.5 0.7 0.3 0.3 0.2 0.3

自動車販売台数（年率､万台） 1,319 1,040 1,098 1,134 1,156 1,153 1,144 1,171 1,221 1,222

要 個人貯蓄率 4.1 6.0 5.5 6.2 5.8 5.9 5.9 5.6 5.7

消費者信用残高 1.5 -4.4 -1.0 -0.8 -0.4 -0.2 -0.2 0.1 0.1

設備 ｺｱ資本財出荷 0.7 -16.2 2.9 4.1 2.5 0.0 1.4 1.0 -1.3

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -4.2 -19.8 3.6 7.0 2.4 -5.3 5.1 1.8 -4.3

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 42.1 51.6 62.3 63.3 52.6 53.5 53.1 51.1 58.9 56.6

 　　 同    （非製造業） 47.0 47.9 57.3 56.6 54.7 56.7 52.4 54.9 56.7 57.7

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 90 55 62 60 59 55 61 60 53 56

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 48 37 36 34 29 28 28 31 28

中古住宅販売（年率､万戸） 489 516 514 557 416 384 412 453 443

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -16.7 -12.9 1.5 5.0 2.7 4.1 2.5 1.6

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 12.1 -18.0 5.6 3.4 2.3 2.7 -0.2 0.4 4.1

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 6.6 -13.6 4.0 1.8 1.9 2.9 -1.3 -0.1 3.3

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 52.3 48.5 58.8 59.7 55.5 56.5 55.5 54.5 60.5 57.0

供 生産 鉱工業生産 -3.3 -9.3 1.7 1.8 1.4 0.8 0.2 0.1 -0.2 0.4

設備稼働率(％) 77.9 70.0 72.5 73.9 75.0 74.8 75.0 75.1 74.9 75.2

給 企業在庫率 1.32 1.36 1.25 1.25 1.27 1.26 1.27 1.28 1.27

非農業部門生産性 1.0 3.5 3.9 -1.8 2.3 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 5.8 9.3 9.7 9.7 9.6 9.5 9.6 9.6 9.6 9.8

雇用者増(非農業)(万人) -362 -474 26 57 -9 -7 0 -2 17 4

イ 　　同　（製造業）(万人) -90 -129 6 8 0 3 -3 -1 -1 -1

　　同 （非製造業）(万人) -215 -227 24 26 33 8 13 12 16 7

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 7.5 -25.9 6.0 6.3 1.7 -2.6 2.4 -1.0 -0.8

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -3.3 -15.6 4.1 5.3 2.6 -2.4 2.0 -0.9 -1.5

 国際収支 経常収支(億㌦) -6,689 -3,784 -1,092 -1,232 -1,272 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -6,988 -3,749 -1,145 -1,331 -1,344 -429 -469 -446 -387

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 3.4 2.6 0.9 1.1 1.4 1.5 1.3 1.5 1.4 1.3

消費者物価（総合、前年比） 3.8 -0.4 2.4 1.8 1.2 1.2 1.1 1.1 1.2 1.1

消費者物価（ｺｱ） 2.3 1.7 0.0 0.2 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1

   同   （前年比） 1.3 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8 0.6 0.8

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 2.3 1.5 0.3 0.3 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0

   同          （前年比） 1.8 1.5 1.3 1.4 1.3 1.2 0.9

単位労働コスト（非農業） 2.2 -1.6 -4.6 4.9 -0.1 - - - - -

平均時給 3.8 3.0 0.5 0.4 0.5 0.1 0.3 0.1 0.4 0.0

   同   （前年比） 2.3 2.4 2.2 2.3 2.1 2.1 2.2 2.1

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 66.5 48.3 70.7 70.8 63.2 57.5 61.5 70.5 71.0 69.5

 財    政 財政収支(億㌦) -4,548 -14,157 -12,942 -3,289 -2,870 -2,902 -1,650 -905 -346 -1,404 -1,504

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 7.1 7.9 -0.1 1.8 4.7 -0.2 6.6 8.6 8.3 5.2

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,891 4,520 2,053 1,624 2,644 612 1,259 772 276

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 1.93 0.16 0.13 0.19 0.19 0.18 0.19 0.19 0.19 0.20

10年物国債利回り(平均、％) 3.67 3.26 3.72 3.49 2.79 3.01 2.70 2.65 2.54 2.76

ＮＹダウ指数（平均） 11,253 8,877 10,454 10,571 10,390 10,222 10,350 10,598 11,044 11,198

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 99.9 105.6 102.1 103.8 102.5 103.4 102.6 101.6 98.9 99.2

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 103.4 93.6 90.7 92.1 85.7 87.5 85.4 84.4 81.8 82.5

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.47 1.39 1.38 1.27 1.29 1.28 1.29 1.31 1.39 1.37

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 99.6 61.8 78.7 78.0 76.2 76.4 76.7 75.5 82.0 84.3

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 365 246 275 265 270 262 270 278 295 310

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 1.4 4.0 1.5 - - - - -

　(下段：前年比) 2.8 0.3 -4.0 0.8 2.0 1.9 - - - - -

OECD景気先行指数 0.1 -6.8 -3.8 9.4 6.7 2.3 3.6 2.2 1.0 0.0

総合景況指数（長期平均=100）* 109.2 93.5 80.8 96.6 99.4 102.2 101.1 102.3 103.3 103.8 105.3

消費者信頼感指数＊ -4.9 -18.1 -24.7 -16.8 -16.7 -12.1 -14.0 -11.4 -11.0 -10.9 -9.4

小売数量* 　（上段：指数） 103.8 103.1 100.8 101.3 101.5 102.0 102.1 102.1 101.9 102.4

　（下段：前年比） 1.6 -0.7 -2.3 0.5 0.7 1.4 1.4 1.5 1.5 1.8

新車登録 -0.8 -7.6 3.4 7.5 -11.4 -16.9 -21.3 -15.8 -12.6 -18.9

建設業信頼感指数＊ 0.0 -13.3 -30.9 -27.4 -27.7 -27.8 -28.6 -28.5 -26.2 -25.4 -26.4

域外輸出金額 8.5 3.9 -17.9 12.8 22.3 22.6 17.3 29.8 22.2

鉱工業景況＊ 4.5 -9.3 -28.4 -12.2 -6.4 -2.9 -4.0 -2.9 -1.7 0.0 0.9

鉱工業生産　（上段：指数） 108.2 106.3 90.5 94.4 96.5 97.3 96.9 97.9 97.2 97.8

　（下段：前年比） 3.7 -1.8 -14.8 4.6 8.9 6.9 7.3 8.0 5.5 6.9

失業率(%)* 7.5 7.6 9.4 9.9 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.1

域外輸入金額 5.9 8.1 -20.9 9.6 27.2 26.1 25.6 32.8 21.0

経常収支（10億euro） 8 -134 -51 -5 -10 -25 -5 -7 -13

貿易収支（10億euro） 29 -33 22 -4 -1 5 7 -5 3

生産者物価 2.7 6.1 -5.1 -0.1 3.0 4.0 4.0 3.6 4.3 4.4

消費者物価 2.1 3.3 0.3 1.1 1.5 1.7 1.7 1.6 1.8 1.9 1.9

消費者物価（コア） 1.9 1.8 1.4 0.9 0.9 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 11.4 7.5 -0.1 -0.3 0.1 1.1 0.5 0.8 1.1 1.0

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.28 4.63 1.23 0.66 0.69 0.87 0.9 0.9 0.9 1.0 1.0

10年物国債金利(%) 4.33 4.36 4.03 4.07 3.85 3.52 3.6 3.4 3.5 3.3 3.7

株価（DJ Euro Stoxx) 416 314 234 268 262 260 255 259 265 271 272

為替相場（ドル/ユーロ） 1.37 1.47 1.39 1.38 1.27 1.29 1.28 1.29 1.31 1.39 1.36

名目実効相場 5.0 6.9 0.2 -0.9 -7.5 -9.8 -9.3 -9.8 -10.4 -7.8 -8.8

短期レポ金利（期末値） 4.00 2.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は、財政危機に直面する一部の国で停滞しているものの、ドイツなど

主要国を中心に予想外の改善が続いている。2010 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は

前期比年率 1.5％と、特殊要因で上ぶれした前期から鈍化したが、5 期連続プラス成長

となり回復基調を持続した。また、11 月の総合景況指数は 105.3 と、6 ヶ月連続で改

善し 2007 年 11 月以来 3 年ぶりの高水準となった。 

・一方、深刻な財政危機と銀行の不良債権問題に直面したアイルランドは、ＩＭＦ、Ｅ

Ｕからの支援受け入れに合意した。今後はポルトガルやスペインに波及するとの見方

も広がっている。南欧を中心とする債務危機国の財政再建が軌道にのるまでは、金融

市場の動揺が繰り返されることになろう。 

・ＥＣＢは 12 月の理事会で政策金利を 1％に据え置いた。前月の理事会で示唆されてい

た出口戦略を先送りしたことに加えて、トリシェ総裁が債務危機国の国債購入策の継

続を表明したことから金融市場の混乱はひとまず一服している。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 2.3 9.5 2.8 - - - - -

（下段：前年比） 2.8 0.7 -4.7 2.1 3.9 3.9 - - - - -

OECD景気先行指数 1.7 -6.1 -5.7 16.0 14.5 8.8 10.7 8.7 7.0 5.5

IFO企業景況指数 106.1 96.8 87.7 96.5 101.8 106.6 106.2 106.7 106.8 107.7 109.3

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 111.7 93.4 2.3 5.0 1.6 0.1 1.6 -1.0 3.0

（除く建設） （下段：前年比） 6.1 0.0 -16.4 7.5 14.1 10.2 7.9 15.2 8.1 8.5

製造業受注* 11.0 -6.1 -24.2 24.1 29.9 22.1 22.8 25.5 18.3 22.8

国内* 8.8 -4.8 -22.0 17.2 24.3 15.1 13.8 15.3 16.1 19.0

海外* 12.8 -7.1 -26.1 30.3 34.6 28.3 31.0 34.5 20.1 25.9

建設* 2.9 -0.6 -0.1 -6.9 4.5 4.0 6.1 2.1 4.0 6.8

建設業信頼感指数* -24 -25 -29 -26 -22 -19 -20 -20 -17 -14 -14

消費者信頼感指数* 4 -8 -25 -16 -8 3 0 3 5 7 11

小売売上数量（除く自動車）* -1.2 -0.1 -2.1 -0.1 1.2 2.0 2.4 2.9 0.8 2.7

新車登録 -9.2 -1.8 23.2 -22.8 -33.0 -25.0 -30.2 -27.0 -17.8 -20.0 -6.2

賃金（月給、全産業） 1.3 2.9 2.3 1.7 2.2 1.0 1.0 1.6 0.4 1.3

就業者数* 1.7 1.4 -0.1 -0.3 0.4 0.8 - - - - -

失業率(%)* 9.0 7.8 8.2 8.1 7.7 7.6 7.6 7.6 7.5 7.5 7.5

旧西(%)* 6.9 6.4 7.0 6.9 6.6 6.5 6.6 6.5 6.5 6.4 6.4

旧東(%)* 14.2 12.8 12.7 12.4 11.9 11.6 11.9 11.7 11.6 11.6 11.6

輸出金額* 8.4 1.4 -18.3 10.5 23.6 21.5 20.3 21.9 22.4 22.8

輸入金額* 5.1 4.3 -17.5 6.7 27.4 24.2 28.3 26.9 17.9 23.0

生産者物価（鉱工業） 1.3 5.4 -4.2 -2.6 1.0 3.6 3.7 3.2 3.9 4.3

消費者物価 2.3 2.6 0.4 0.7 1.0 1.2 1.2 1.0 1.3 1.3 1.5

10年物国債金利（%) 4.23 3.99 3.26 3.20 2.82 2.45 2.65 2.36 2.33 2.37 2.54

DAX株価指数 7,466 6,204 5,023 5,815 6,090 6,133 6,061 6,122 6,215 6,436 6,744

07 08 09 10/Ⅰ 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 0.8 2.7 1.4 - - - - -

（下段：前年比） 2.3 0.1 -2.5 1.1 1.6 1.8 - - - - -

OECD景気先行指数 -1.1 -6.6 -0.7 7.2 2.6 -1.8 -0.6 -1.9 -3.0 -3.7

INSEE企業生産見通しDI*(%) 8 -31 -39 -1 0 1 -1 1 3 8 8

鉱工業生産* （上段：指数） 102.3 99.5 87.3 91.4 92.1 92.7 92.6 92.7 92.8 92.1

（除く建設） （下段：前年比） 1.2 -2.7 -12.3 5.2 7.5 5.3 6.3 4.2 5.6 4.7

建設業信頼感指数* 19 0 -35 -30 -32 -30 -30 -30 -30 -26 -24

消費者信頼感指数* -6 -22 -28 -17 -21 -19 -22 -18 -18 -17 -17

小売売上数量* （上段：指数） 106.8 108.2 108.0 110.0 111.4 113.5 113.5 113.2 113.7

（下段：前年比） 4.0 1.3 -0.2 2.6 3.2 5.1 5.8 4.4 5.1

新車登録 3.2 -0.7 12.2 16.9 -3.7 -10.4 -12.8 -9.9 -8.2 -18.5 -10.8

家計工業品消費（除く自動車）* 5.2 -0.3 0.8 1.8 0.4 1.6 2.3 1.2 1.2 -0.3

輸出金額* 3.4 2.7 -17.4 7.5 12.4 13.9 11.2 18.5 12.3 11.9

輸入金額* 6.0 5.3 -17.7 6.0 13.6 18.7 18.4 21.5 16.3 8.9

生産者物価（鉱工業中間財） 2.8 5.6 -6.4 1.2 3.9 3.9 3.9 3.5 4.3 4.2

消費者物価 1.5 2.8 0.1 1.3 1.6 1.5 1.7 1.4 1.6 1.6 1.6

10年物国債金利(%) 4.29 4.19 3.62 3.45 3.18 2.78 2.98 2.68 2.67 2.71 2.98

CAC40株価指数 5,728 4,340 3,345 3,850 3,702 3,627 3,539 3,617 3,724 3,799 3,818

（ 出所） Dat ast ream   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/Ⅳ 10/8 10/9 10/10 10/11 10/12

実質ＧＤＰ*(上段：前期比) 4.7 3.1 - - - - -

(下段：前年比) 2.7 -0.1 -5.0 1.7 2.8 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -2 -35 -28 24 10 2 - - - - -

OECD景気先行指数 -0.9 -7.0 -3.2 4.6 -0.3 -0.4 -1.8 -2.9

企業収益（税引き前） 6.4 7.7 -6.9 0.8 6.1 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -4.1 -19.4 -18.4 -8.9 -15.7 -13.1 -16.7 -16.1 -18.4

小売売上＊ 3.7 1.7 1.0 0.8 0.7 0.8 0.1 -0.1

新車登録 2.5 -11.3 -6.4 11.8 -11.1 -17.5 -9.0 -22.2 -11.5

新規建設工事受注＊ 1.8 -18.6 -13.8

輸出 * -9.3 14.1 -9.7 21.0 16.7 18.9 14.8 15.6

CBI輸出受注評価 -3 -15 -45 -5 -6 -8 -1 -5 -21 -7 4

製造業生産＊ 0.5 -2.9 -10.7 3.3 5.1 5.9 4.9 5.8

CBI能力以下操業割合 55 57 73 62 60 64 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 10 16 21 10 3 8 1 4 8 6 9

就業者数＊ 0.6 0.2 -2.2 -0.6 - - - - -

失業率(%)* 2.7 2.8 4.7 4.6 4.5 4.5 4.5 4.5

輸入 輸入 * -2.9 11.1 -10.2 18.7 20.3 24.0 15.5 16.4

経常収支（10億£） -36 -24 -18 -7 - - - - -

貿易収支（10億£）* -90 -93 -82 -23 -26 -9 -8 -9

製造業生産者物価 2.4 6.7 1.6 4.8 4.1 4.2 3.8 4.0 3.9

消費者物価 2.3 3.6 2.1 3.4 3.1 3.1 3.0 3.1 3.2

ハリファクス住宅価格指数 9.3 -8.6 -9.9 6.3 2.8 1.2 -0.7 -1.3 -2.2

平均実収 4.0 3.5 1.3 1.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 11.9 15.7 5.5 11.3 8.7 9.6 8.7 6.1

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.95 5.49 1.15 0.72 0.80 0.80 0.80 0.80 0.80

10年物国債金利(%) 5.00 4.48 3.66 3.69 3.25 3.16 3.12 3.07 3.31

株価（FT100) 6404 5366 4569 5368 5316 5276 5515 5687 5734

為替相場（ドル/£） 2.00 1.85 1.57 1.49 1.55 1.57 1.56 1.59 1.60

実効相場(前年比） 2.4 -12.1 -11.6 -1.5 -1.3 -1.1 -0.1 -0.1 -0.2

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。
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【英国の主要経済指標】

消
費
・
投
資

２．英国 

・英国の景気は改善している。2010 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 3.1％

と、9 年ぶりの高成長となった前期に引き続き高成長を記録した。 

・一方、11 月の消費者物価上昇率は前年比 3.2％と 5 ヶ月ぶりの高い伸びとなり、ＢＯ

Ｅ（イングランド銀行）の物価目標を上回って推移している。 

・ＢＯＥは 12 月の金融政策委員会で、政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り枠を

2,000 億ポンドに据え置いた。政府の財政緊縮策による景気への影響を懸念する意見

と、足元まで景気が堅調な中でインフレ率が上昇していることを懸念する意見が示さ

れており、今後の金融政策についてＢＯＥ内部でも見解が分かれている。 
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 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 
 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご自身でご判断くださいます
ようお願い申し上げます。 
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